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今
年
の
冬
は
48
年
ぶ
り
の
寒
波
だ

と
か
26
年
ぶ
り
の
大
雪
と
言
わ
れ
、

本
市
で
も
除
雪
・
排
雪
が
追
い
つ
か

ず
、
市
民
生
活
に
多
大
な
影
響
を
与

え
ま
し
た
。
し
か
し
、
立
春
を
過
ぎ

て
か
ら
は
三
寒
四
温
で
少
し
ず
つ
春

の
気
配
を
感
じ
る
今
日
こ
の
頃
で
す
。

　

除
雪
費
の
国
か
ら
の
特
別
交
付
税

も
繰
り
上
げ
で
交
付
さ
れ
た
と
の
こ

と
、
除
雪
費
財
源
に
も
春
の
訪
れ
を

感
じ
る
と
こ
ろ
で
す
。

　

さ
て
、
行
財
政
改
革
は
財
政
が
厳

し
く
な
っ
た
か
ら
慌
て
て
や
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
財
政
が
良
い
時

も
悪
い
時
も
不
断
の
努
力
が
必
要
で

す
。
行
財
政
運
営
に
つ
い
て
2
月
14

日
の
地
元
紙
の
社
説
で
は
、
市
民
に

不
安
を
抱
か
せ
な
い
分
か
り
や
す
く

丁
寧
な
説
明
が
不
可
欠
で
あ
る
と
主

張
し
て
い
ま
す
。

　

財
政
に
お
い
て
は
、
言
い
古
さ
れ

て
お
り
ま
す
が
、「
入
り
を
図
り
て
、

出
ず
る
を
制
す
」が
常
道
で
あ
り
ま
す
。

　

極
端
な
歳
出
削
減
で
は
市
民
サ
ー

ビ
ス
に
影
響
が
出
る
の
は
必
定
で
す
。

　

28
年
度
決
算
の
経
常
収
支
比
率
で

は
94.4
ポ
イ
ン
ト
で
政
令
市
20
市
中
、

低
い
方
か
ら
6
番
目
で
、
前
年
の
27

年
度
当
初
比
の
比
較
で
見
て
も
伸
び

率
は
0.4
ポ
イ
ン
ト
と
最
低
で
す
。
何

も
心
配
す
る
状
況
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

市
長
は
な
ぜ
危
機
感
を
煽
る
の
か

私
は
理
解
に
苦
し
み
ま
す
。
基
金
残

高
に
の
み
目
を
奪
わ
れ
て
い
る
の
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
本
市
の
市
民

一
人
あ
た
り
の
公
共
施
設
面
積
は
政

令
市
の
中
で
最
も
多
く
、
政
令
市
平

均
や
同
規
模
都
市
に
比
べ
1.2
倍
以
上

の
保
有
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
逆

の
見
方
を
す
れ
ば
2
割
分
は
他
の
政

令
市
よ
り
余
裕
が
あ
り
、
含
み
資
産

と
解
釈
す
る
こ
と
も
可
能
で
す
。

　

予
算
の
萎
縮
は
職
員
の
マ
イ
ン
ド

ま
で
萎
縮
さ
せ
ま
す
。
職
員
や
議
会

は
ま
だ
し
も
、
市
民
に
ま
で
不
安
を

抱
か
せ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
際
、
年
度
途
中
で
の
大
幅
補

正
予
算
に
期
待
す
る
ほ
か
あ
り
ま
せ

ん
。
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議
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串
田

　
修
平

　

超
高
齢
・
少
子
社
会
に
対
応
し
、
地
域
の
力
を
最
大
限
に
活

か
し
た
「
新
た
な
支
え
合
い
の
仕
組
み
」
を
構
築
。

　
「
農
業
特
区
」
効
果
と
大
地
の
力
を
最
大
限
に
活
か
し
て
、

「
一
二
次
産
業
化
」
を
推
進
。

　

本
州
日
本
海
側
の
セ
ン
タ
ー
に
位
置
す
る
特
徴
を
最
大
限
に

活
か
し
、
新
潟
を
「
防
災
・
救
援
首
都
」
と
人
・
モ
ノ
交
流
の

セ
ン
タ
ー
に
。

　

①
市
民
と
地
域
が
学
び
高
め
合
う
、

　「
安
心
協
働
都
市
」�

（
地
域
力
・
市
民
力
）

②
田
園
と
都
市
が
織
り
な
す
、

　「
環
境
健
康
都
市
」�

（
大
地・
田
園
の
力
）

③
日
本
海
拠
点
の
活
力
を
世
界
と
つ
な
ぐ
、

　「
創
造
交
流
都
市
」�

（
日
本
海
拠
点
の
活
力
）

30年度予算約3,802億円が可決！
平成30年度　新潟市議会２月•３月定例会 <一 般 会 計 予 算＞

＜緊 縮 型 予 算＞ （前年度比△4.4％　△173億円）

◆江南区の人口　69,072人／26,844世帯（うち男性33,551人・女性35,521人）� ※平成30年１月末現在
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一般質問一問一答

新潟市江南区藤山1丁目385-2

目 指 そ う ！ 中 央 環 状 道 路 整 備 促 進 ・ 完 遂 ！

2018年２月～３月定例議会(新年度予算に切り込む)

質 問 項 目 及 び 要 旨 新 潟 市 側 の 答 弁 要 旨

1.��平成30年度に向けた行財政改
革の取り組みについて

⑴�　新年度予算編成と財政予測計画の見直しに
ついて

　ア　新年度予算は緊縮財政か。
　　※�「安心政令市にいがた」どころか「不安政

令市にいがた」を目指しているのでは？　
　イ�　新潟市政クラブの積極財政論の要望をど
う受けとめているか。　　

　　※�地域経済に水を差すものでは？　　
　ウ�　償還計画の延長と市債残高の減少について。
　　※市債残高減少のスピードが早いのでは？
　エ�　基金積み立て目標と未利用地（市有財産）
の活用について。

　　※含み資産の売却は？　　　　　　
⑵�　新年度の組織改正について
　ア�　定員適正化の取り組みにより住民サービス

に影響はないか。　　　　
　イ�　組織のフラット化による意思決定の迅速化
とポスト削減は、庁内のコミュニケーションや
スタッフの議論不足、ひいては組織力の低下
につながらないか。

　ウ�　本庁機能の大和跡地移転は、経営資源（予
算、組織、人員）の選択と集中に逆行しないか。

＜年度途中で、大幅補正予算を組む準備をしたい＞【市長答弁】

⑴�ア�　前年度比△173億円、4.4％減の3,802億円となっているが、臨時福祉給付金、土地基金への償還金が終了するほ
か、公債費の積立ルールを変更したことによるもの。投資的経費においては、前倒し補正分を含めると経済活性化や
拠点化に資する一定規模の予算確保ができた。開港150年という大変大きな節目にあたり、「安心」と「活力」を両
輪とした予算編成になった。� 【市長】

　イ�　経営資源の選択と集中を図ることで持続可能な財政を構築するとともに、政令市にいがたの発展につながる様々
な要望をしっかり受けとめ、市民の安心安全な暮らしの実現と活力あるまちづくりをさらに前進させる予算ができたと
考える。� 【市長】

　ウ�　財政目標を達成することが不可欠である。プライマリーバランスの黒字化と市債残高の縮減に向けて事業選択を
行う。� 【財務部長】

　エ�　山林等の売却に適さないものを除くと、未利用地の総額は27億円になる。山林等を含めると約41億円となります。
� 【財務部長】
⑵ア�　定員適正化を行う中でも、複雑・高度化する住民ニーズに的確に対
応するため真に必要な規模の新規採用は確保しつつ適正な人員配置に
努めていきます。� 【総務部長】

　イ�　ご指摘の点は重要な視点ですので、朝礼の徹底や行政課題の情報共
有等、組織力が発揮されるよう取り組んでいきます。� 【総務部長】

　ウ�　庁舎再編の最大の目的は、庁舎が持つ防災拠点機能を確保し、市民
の安心安全な暮らしを守ることです。加えて古町地区の活性化に向けた
起爆剤として、活力ある新潟づくりにつなげることです。再開発ビルに
は、本市の魅力発信やまちなか活性化を所管する部署を集約して配置
します。� 【庁舎再編担当部長】

2.��新年度農業予算の園芸農業支援
について

⑴�　がんばる農家支援事業等から元気な農業応
援事業への再編による高収益園芸農業へのシ
フトは、米単作からの脱却元年と位置づけてよ
いか。
⑵�　県は、水田の大区画化、汎用化を進める圃
場整備を実施するに当たり、今後は２割以上の
園芸品目導入を推進し、高収益農業を目指す
こととしている。園芸作物導入拡大に伴う元気
な農業応援事業予算の拡充は考えているか。

⑶�　JAとの連携において、経営収支のモデル
ケースを提示する必要があるのではないか。

⑷�　中小の家族経営で頑張っている農家への支
援はどう考えているのか。

＜米偏重から園芸農業元年としたい＞【市長答弁】

⑴�　米に偏重した生産体制から転換するため、高収益な園芸作物の導入を重点的に推進
し、本市の農業産出額の拡大を図ることを目標としています。平成30年度は「元気な農
業応援事業」を核として、米一辺倒の生産体制から脱却し「園芸元年」となるよう、県
やJA・農業者とともに取り組んでいきます。� 【市長】

⑵�　県は園芸産地の体制づくりや産地の機械化・施設化を支援することで大規模園芸
産地の創出を図ることを目的に、「大規模園芸産地育成事業」を予算化している。市と
して、「今後の予算拡充」については、「稼げる農業」を目指す中で、他県や県内他産地

　�の生産状況と市内のJAや農業者の意向を踏まえて、引き続き予算規模と支援内容を検
討していきます。� 【農林水産部長】

⑶�　県が全県を対象とした品目・作型別の経営試算を作成しています。県やJAと連携して経営試算をもとに農業者の経
営に適した品目・作型を検討し、安定した所得が確保できる経営モデルケースを農業者に示しながら、園芸導入を進め
ていきます。� 【農林水産部長】

⑷�　農業経営の規模の大小や家族経営・法人経営の別を問わず、意欲をもって農業に取り組む認定農業者の方について
は、引き続き「元気な農業応援事業」の支援が受けられる仕組としている。議員ご指摘の事例についても、JAがハウス
園芸団地を設置し、担い手農業者へ貸し出す等検討していきます。� 【農林水産部長】

3.��高齢者福祉の取り組みについて
⑴�　特別養護老人ホームの待機者の実態はどう
なっているか。（過去５年の動向は）
⑵�　広域型特別養護老人ホーム各区１カ所、８
施設の入居状況はどうか。
⑶�　上記の透析患者の入居状況について、応募
時の提案にそごはないか。

� 【福祉部長】
⑴�　各年度の調査結果から、5年前と比べ1,304人の減少となっている。平成25年度5,040人、平成26年度4,930人、平成
27年度4,510人、平成28年度4,106人、平成29年度3,736人となっています。
⑵　定員に対する入所率は97％を超えており、多くの施設でほぼ満床に近い状況となっています。
⑶�　議員ご質問の透析患者の受け入れについては、提案を行った4施設全てにおいて受け入れを行っており、今後も必要に応
じて応募時の提案を履行していただけるよう要請を行います。

4.��国際交流拡充の取り組みについて
⑴�　北京事務所の今日までの成果と今後の展望
について。
⑵�　新潟県と中国遼寧省は友好協力パートナー
シップ協定を締結した。本市は、遼寧省内の
都市との交流は考えているか。また、パート
ナーシップ協定締結の考えはあるか。

� 【観光・国際交流部長】
⑴�　北京事務所は平成19年4月に日本の地方公共団体が単独として初めて北京に開設した事務所です。開設当初は中国総
領事館の新潟への誘致を目的の一つにしており、本市に総領事館が開設されたことは大きな成果であった。また、目的の
一つとして、農産物、農産加工品の輸出拡大があり、米の輸出を中心に取り組み、確実に成果を挙げて来ました。しかし、
東日本大震災の原発事故の影響で新潟を含む10都県の農産物、農産加工品の中国への輸出禁止が続いている。今後は
北京事務所が本市と中国との経済交流の振興に大きく寄与できるよう努めていきます。
⑵�　パートナーシップ協定などの締結については市民団体など民間レベルで一定の交流が積み重ねられ、行政も交えたさら
なる交流振興に向けた機運の高まりが認められる場合に、改めて検討したいと考えています。

5.��教育問題について
⑴�　多忙化解消に向けた部活動の指導は、どの
ように考えているのか。
⑵�　全国学力・学習状況調査における小学校と
中学校の学力差を埋める対策は。
⑶�　特別支援教育支援員の勤務時間削減により
現場の混乱はないか。

� 【教育長】
⑴�　「新潟市立中学校部活動指導のガイドライン」の中で原則として平日1日以上、土日1日以上の休養日と平日2時間程度
以内、土日3時間程度以内の活動時間を設定しています。これを徹底することで多忙化解消につながると考えています。
⑵�　小学校の学力に比べ、中学校の学力が低い傾向にあります。このため学習課題とまとめ、振り返りのある授業づくりの
徹底と予習復習など授業と関連した家庭学習に取り組んでいます。
⑶�　平成29年度は318人を配置しており、他の政令市と比較しても格段の手厚さです。30年度からは特別支援教育支援員1
人配置の学校は、6.5時間勤務ですが、複数人配置の学校は5.5時間勤務も取り入れることとしました。

旧49～赤道区間
４月20日共用開始

〈旧大和跡地完成イメージ〉
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